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※

※ 勤務先が控除申告書データを作成するためのアプリを配付する場合は
「年調ソフトの取得」は不要となります。

★マイナポータル連携
接続テスト開始

★マイナポータル連携
サービス開始

★パンフレット

令和2年分の年末調整電子化に向けたスケジュール案です。具体的な内容については、対応するパンフレット
をご覧ください。

令和2年10月以降、年末調整手続の電子化によるバックオフィス業務の簡便化ができるようになります。
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電子化のメリット

勤務先のメリット

年末調整手続の電子化とは、年末調整の際に、

① 従業員が、保険会社等から控除証明書等をデータで取得し、

② そのデータを「年調ソフト」等に取り込んで従業員が保険料控除申告書などをデータで作成、

③ 控除額が自動計算された保険料控除申告書等を勤務先にデータで提供し、

④ 勤務先において、提供されたデータを基に年税額を自動計算し、提供されたデータを保管

するもので、以下のようなメリットがあります。

Ｑ：年調ソフトとはなんですか？

Ａ：年調ソフト（年末調整控除申告書作成用ソフトウェア）とは、年末調整手続の際に従業員が作成する年末

調整申告書を作成するために、国税庁が無償提供するソフトウェアです。（令和2年10月から利用可能予定）

１ 保険料控除や配偶者（特別）控除の控除額の検算が不要
従業員が、年調ソフトの控除額の自動計算機能を利用して保険料控除申告書や配偶者控除等申告書を作成する

ことにより、これまで給与担当者の負担となっていた、控除額の検算事務が不要となります。

２ 控除証明書等のチェックが不要（従業員が控除証明書等データを利用した場合）
従業員が保険料控除申告書の作成の際に控除証明書等データを利用すれば、給与担当者が毎年行っていた、従業

員が提出した保険会社等の控除証明書等（書面）との突合作業が不要となります。

３ 従業員からの問合せが減少

年調ソフトの入力支援機能や、今後設置予定の「年末調整電子化ヘルプデスク（仮称）」を利用することにより、従

業員から給与担当者への問合せが減少することが見込まれます。

４ 年末調整関係書類の保管コストの削減
従業員から提供されたデータを原本として保管するため、書類の保管が不要となります。(従業員から書面で提出を受

けた書類がある場合は当該書類の保管が必要となります。)

従業員のメリット

１ 控除額等の記入・手計算が不要
これまで従業員が手計算していた配偶者(特別)控除や生命保険料控除の控除額について、年調ソフトに必要な項

目を入力又は控除証明書等データを取り込むことにより、自動計算することができます。

また、「マイナポータル連携」を利用すれば、加入している保険のデータ等を年調ソフトに自動入力することができます。

２ 控除証明書等データを紛失しても再交付依頼が不要
控除証明書等（書面）を紛失した場合は、これまで保険会社等に再発行を依頼していましたが、データ取得の場合、

誤ってデータを消去してしまったとしても、迅速に再取得することができます。

４ 勤務先からの問合せが減少
年調ソフトの入力支援機能を利用することにより誤りのない控除申告書が作成できますので、控除申告書の提出後、

勤務先からの控除申告書の内容についての問合せが減少することが見込まれます。

Ｑ：マイナポータル連携とはなんですか？

Ａ：マイナポータル連携とは、従業員が年末調整申告書データの作成中に、保険料控除等で使用する控除証明書

等データを、マイナポータル経由で一括取得する機能のことです。

年末調整手続の電子化、マイナポータル連携については、国税庁ホームページに詳しい情報を掲載しています。
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こちらの２次元バーコードからご覧ください⇒

３ データ提出なら押印が不要
データ提出なら電子署名又はパスワードで提出できるので、テレワークの方などが押印・提出のために出社する必要がな

くなります。


